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　2015年度短期海外研究員として，ウエストミンスター大学（英国）で研究を行った。研究論文は『大東文化大学紀要』

第54号く社会科学〉，p．103－p．113，2016年3月発行に掲載された。ウエストミンスター大学で行った研究について報

告を行った。

　目次（原論文は英語のため和訳），および図表を『大東文化大学紀要』第54号く社会科学〉，p．103－p．113より引用する。
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はじめに

　国連気候変動枠組条約の京都議定書に基づく1997年の第3回気候変動枠組み条約（COP3、京都会議）では、世界の

政策として、CO2削減が開始された。

　英国は、世界で初めて2005年に取引所を開設し、2008年の気候変動法の世界初の法律を制定し、温室効果ガスの排出

量を、1990年レベルの80％を2050年までに達成することを宣言。

　1997年の京都議定書では、日本の目標に貢献するために、公的排出削減（CER）などの排出削減は1995年の6％への

削減義務1．6％百万トン（CO2換算値）を日本に課した、実際に、　NEDO（新エネルギー・産業技術総合開発機構）は、

2006年度から2014年度にかけて、97，493，021トン（CO2換算値）のクレジットを取得しなければならないと報告した。

　省エネルギー削減目標を達成するためには、日本と英国は、住宅用の省エネルギープログラムを実施することが不可欠

である。本稿では、エネルギーの家庭利用、関連する法律・政策・制度の違い、省エネルギー行動や省エネ意識に焦点を

当て、日英共通アンケートを実施してデータ分析を行った。

1　省エネ法と経済による日英比較

1－1　日英の省エネ関連法の比較（the　Energy　Act　2011　and　The　Climate　Act　2008）

1－2　日英の省エネ施策の比較

A）英国

，1－2－Al　The　Climate　Act　2008　and　The　Energy　Act　2011（Green　Deal）

　英国では、2011年に省エネルギー法が改正されて（The　Energy　Act　2011）、パイプライン法1962、消費者信用法

1974、賃貸法1977、ガス法1986、住宅法1988、電気法1989、ウェールズ法1998、ユーティリティ法2000、持続可能

なエネルギー法2003、住宅法2004、気候変動と持続可能な開発法2006、建築物のエネルギー実績2007、エネルギー法

2008が改正された。The　Energy　Act　2011，　framework　regulations（Framework　Regulation），practice　provisions（Code

of　Practice）；energy　conservation　consultant（Assessor　Speci丘cations）など改正された、　PAS　2030はすべてのグリーン

ディールーインストーラが作業しなければならない基準であり、全体的な枠組みが作成された。

　この枠組みは、家主が変更されても次の家主を引き継ぐという黄傘のルールがあるためPAYS（Pay－As－You－Save）シ

ステムの登場が実現できた。日本版PAYSシステムは英国を模したものであり、低炭素社会戦略センター（LCS）が対

策を立案して日本で提案。「家庭部門におけるエネルギー効率改善を促す政策設計に関する国際研究ワークショップー英

国低炭素社会戦略センタ’一・’（LCS）のグリーンディール政策から学ぶ。」【5】参照。

1－2－A2　家庭のCO2削減施策と省エネ機器に対する施策

　マイクロジェネレーション認証スキーム（MCS）は、省エネ・気候変動省（DECC），およびビルディング・リサーチ・

ファンデーション（BRE）が所有しており、マイクロジェネレーション・テクノロジの基準に照らしてグローバルな製

品とインストーラを認証している。

　また、家庭の省エネルギー改修や、マイクロ発電（太陽熱や地熱のヒートポンプ、小型水力発電などの小型風力発電）

には補助金制度がある。これらのうち、グリーンディールの方針には、家の省エネルギーによる改築が組み込まれている。

マイクロジェネレーションに関連する統計表を表1示す。

1－2－A3　統計表
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1－2－A4　減税や現金還元制度による省エネに対する動機づけ

　日本にも同様の補助金制度がある。表2（a）は、2014年度板橋区の新エネルギー・省エネルギー機器補助金を示している。

また、表2（b）は、日本における自動車と新エネルギー・省エネルギー機器補助金制度の実績を示している。補助金

制度がない年は、空白表示されている。板橋区の人口は約540万人で、日本全体では約1億2，000万人であるのに対し、
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英国の人口は2013年には6，400万人と推

定されている。

　英国の2014年予算は200百万ポンドで、

これには、グリーンディール・スキーム

（Green　Deal　Scheme）であるCashback

制度の125百万ポンドが含まれている。

2015年予算は19．2百万ポンドと予測され

ている。
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1－2－A5　まとめ・
　日本では、住宅制度とは別の返済の仕組みがある。英国は金利が

高いため、家族世代でその変化に対応することができ、将来の利用

も期待できる。
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B）日本

1－2－B1省エネ法と省令
　日本ではPAYSという制度はない。しかし、国内ク

レジットシステムとJ－VERを持っている。“オフセット

クレジット（J－VER）”制度。2013年には、これらのシ

ステムすべてが「J一クレジット」システムとして移行

された。また、省エネルギー協力により授与されるポ

イントなどのシステムもある。エコカー、省エネルギー

設備、省エネルギーラベル制度の補助金がある。省エ

ネ電化製品を購入時点で得られるエコポイントシステ

ムがあった。優遇税制、住宅エコポイント制度もあり、

また、毎年、家庭内のエコ診断システムも実施されて

いる。

　すべての地方自治体が省エネルギーを行い、住民の

省エネ教育やアンケートによる省エネルギー活動の分

析を行っている。

　また、環境省が毎年行っている「世帯エネルギー

評価プロジェクト」も実施され、3年前に8，000世帯、

2013年には15，000世帯の評価が行われた。また、会社

がピーク時に電力分散に協力したときのポイントなど

も、同じ仕組みで運営されている。

　次節では、省エネルギー法と地球温暖化対策法とそ

の省令、J一クレジット制度の施策、住宅・不動産・自

動車の統計税金のインセンティブ、住宅のための税金

救済、キャッシュバックバウチャー（エコポイントバ

ウチャー）など議論する。

Taも1ε4、亙fO的加c，E麗εr　wI講w翻dP祀εv罫楓o甘．

滋鱗 U頑顧 魎・斌　　　　　　　一　　　　よ＿羅∴　；；＾’　　㍗ミ　　　　　㌘・・公　　　π’毒べ㌘

巽7㊤ ｛三罰e悟P　　当 麟卵驚d逗綴嬬ざ　　・；㌶㌦・　　　一　　　パ＾揖M㌘・バ
1織き 騒滅曽ζ．“ F頴Ol｜§由6＆「≡・嫁㌔　戸w訣ヴ　　　“芯　　　．’災㍍　、　　　：、　“；：ζ∴ジ；パ弐’

ま9ア摯 融嚇祭鳶・〉 2煎〔妻ヨ茄細ぱ、　ぶ亘㍉：，。㎏ゲ。※暗，二　　　いこ；“抱　・・一・・Zバ「毛○　　　パ㌘

祁79 1；耐允edl 1］｝eI演e惇y（：c＄輝en灘it｝1）1ぷw　　　　　　　　　　　㌧

1§ぬ 巨n哨鯨否 ｛曳R品稔嘘逆亙邸1ぬ’冗る㎜“喪董鰻紬．”…㌃1，ぼ　　涼　　・’ぶ・

D額 於泊護w菰 ぴ↓†三恥紺io51ばig鞠　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

祁92 編漁“oo 1ぷi頗｜y～）ed；｛；o“佗垂1惑鍋～｛徽e乏）拙鋤栢｝　　　　　　つ

拶好 Rεu壊頴 No嚇e頴就t滋1弱3翻lt▲凹†螂’t泌灘｛投容n郊い：口

1蓼額き E舵堺掘ミ辮 ｛＾℃c迦滅為　頴輔　泊9撚｛cs磁娼99紬F　“はい・・’い　　　　“口ぷ㌻・∴1

1龍？苓 ℃（｝鯵認黛； S　ぬ杏ぷ応、】泌6・畑｛c＞ハ男｝ヅPパ・けば　　・　ぶ、’　一≒“ニミ∴渓一バ　　㍉

1鱗3 £n細縣’d ｛t受・編糠r欝C◇㈱品ionL騨　ン1

口卿 Rぐ（｜翻沁o E禦r》・⊆蝋ing撫nd鰍｛1妙9　w廊善n挿fRe品志o貼↓蛾●d｝1鰍i恨｝

2櫛o玉 1油1瀬ぎ， ｛4｝彩1ミ6ゴ㌔卵世i≡梁※脳翻斑淀頷o付　　，ウ。、，ゴシこ　　　1忽≡・　　・冊・ρ

2ぴ 6博・が齢 ｝≦｝奴r餅ti鰯拶嵩蝋いヨ狛毛は治㌫バ▽：1：芸∴∵　”　浪か・㌘パ　ヰ　　いx：1

2語2 鋤e培細蜘 鯨ぐA榊nほ領鍵，疏ye寵き副

2舗3 ｛lnen・顯lcv 鋤ぷ，へcf鋤1三w㎎｝’Pol1びζ霊tΩ品古1∫措三顯｝甑2輔7鰍nOlo｝

1加03 陪t；6ぐ画o靡 鯨・n、ΨWo㎞cv・！烈葡　‘・．詞まm絨ト1測｛Y・｛㎡鱒6白㍉w

蹴ぎ 動網卍◇鴻 ㎏函51愉縦’i℃㎞ε通　飽“’　　　　　…　　　　←　▽｛　　　ごぶ　《ス　綜　　’漬

2劔5 酪言諭涼io∩ 后忙卿e舩勧時悟鰯as伽r“3呂戯頴d晦・加o伽20v℃r

乏舗s 胤1臨繭n 1三稲怜、・ε籏C；飽cV～匡md皿～酪r罰OW怜s紡哉頴bぷldl肢醇2但1伽12　・W

舗衡 £nε）鶴d G日さ1w瓢η9〔》瞭㎝e鰯口［ぷ

2劔＄ §ぐ旛泣 獅∫6鰯ic、爪・イ：t～轟も精

2舗器 N“醸c鉦io翫 ｛；ぱ1）加usきく　1畑細三“Fぽ（：al畑頭“貝餓4　Re　池1甕§ぷ鯛｛籏o繍Wmn｝戊12しaw｝

2錘8 Sホ鷹 V£R｛V幼烏d£m已㍍Red試ζt｛on）　｛〕・V≡〕Ω｝

2009 鯨ミ耐｛加 Tg　rt1壽ぷr～漂く＄瓜“）ぴh・、uwhdd、ハli師c式こq拍ぴ轍，討⑫職翻e§註ぐ．，26∬操8　h　totユ〕

2鱗自 「ミ“1ミfiemtk3u 3（｝り：n2《）、e‘・冗～頴cal加i、ド　v！’∫iめ｜“ヤstcm

2壱lo 朕｝i）路∵パ ぴ｝担δ．c（刑M〔｝討（Can皿設レ　　矛パ・抽　　　・　叫　　　　　　　：笛．、∨1ご∵　　㎏㌫

籔12、 飽噸烈忌y’ 疑ぷ四roボel融∬悦級㎜治働t　W繍¢磁’　　　　　　多　　　　　　　　＾　　助

烈、 ㍍u畑爵∬ 畑ξn　頴、i≡γ・ジ川き改d　2諺13～℃r～1、、∫瀞fRぽ隷｝ぷ㍍、照

灘13 £戒・斑d ㌧｝cぐひ、．＾　’　　　　　　　　㎡　　3、・笛．改く　　　■菜・W《●がポ：・昏・‘＄舗望　メロ・t

2誓13 飽ソ鋤輯． Bp　rM玄eh・ぬd凶s組嘉oo㏄掴d恕；畑・弧cl賠訓↑、エ1篶鵬hilc∬三c．、261怪ロ垣n　t6国

川〕 Sd消齢 κ編汕凸　・blε炉困血　6c（旗ふ謎｜加」’児R紗【』t輔｝ch照はm・・、司涌淑11e壬Cr舗1

2桝る 亡く別㍗ ｛：｛）鷺oメ：OK酪016級3伯レ：・一　　　　　・’治パぐ　　　旨ジ：、　　　：1ポ：　　；　　・沖パ

26［4 甑掩π鵠 Rc、iewoft畑ぐ孟ξ由th剖～冶垣惑総Ωぎ言加｝舗蹴㏄o岱◎5鱒例

2Cl・1 籏心允縛 s摘頴∬cafi　↓yf繰e　o「ミ［拍nP腎｛k漁、n　㏄惜川

29罵 置鳩碇d 田銅淑灘c3ti　oぎ也eo頭る1e　．戴ζばlo聴1言》oぷ〔三）

捌4 散酎c滅
齢w－c訣鯛駕G・dM猟　　　　　　　　　　　　7

2白5 qd｝㈱ K激om紬細ぴLN・d｛言tmd　　　▽

Source：Authorh品㏄ated帖table．

一 27一



1－2－B2　省エネ施策とJ一クレジットシステム

　前節では、省エネルギーに関する法律と政府の条例の概要について述べた。この節では、省エネルギー対策を検討する。

①届出制度：新築工事の全てと再建工事の一部に通知が必要であり、実際、ほとんどすべてのビルダーが作成。

②機器のラベル付けシステム：消費者は電力の性能を知ることができる。

③トップランナープログラム：トップランナープログラムとして26台の機器を導入し、2013年には、2台の機器を追加

28台の機器になっている。

　2008年11月に環境省が策定したオフセットクレジット（J－VER　Scheme、　Japan・Veri五ed　Emission　Reduction）は、国

内プロジェクトによる温室効果ガスの吸収源による削減／除去によるクレジットの検証スキームである。J－VERスキー

ムを活用することにより、個人、企業、地方自治体などによるカーボンオフセットのための資金は、森林管理の国内プロ

ジェクト提案者を支援し、地場産業を活性化するよう指示することができる。

　J－VER制度を統合するために、2013年のJ一クレジット制度、国内クレジットおよび京都クレジット統合が開始された。

京都議定書では、各国の温室効果ガスの削減が京都クレジットによって確立された。これらのすべての手段は、目標が達

成されない場合、未使用国からの排出量取引を実施することによって補うための仕組みが存在する。2006年から2014年

にかけて、合計9，749万3，021トン（CO2換算）のクレジットが得られた。表5に示す。2013年にCO2削減を目標とする

国内クレジットは、J一クレジットシステムに統合された。2008年の結果を表6および表7に示す。
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1－2－B3　家、自動車、省エネ機器の統計表

　自宅の省エネルギーを進めていくためには、省エネルギー改修や省エネルギー設備を導入する必要がある。しかし、

それは非常に高価で希望があっても簡単には判断できない。そのための施策として，補助金制度がある。

板橋区における省エネ対策資金総額を表2に示す。省エネルギー設備や家庭修繕には、エコポイントという形での補助
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金も与えられている。これは一種のキャッシュバックバウチャーである。

1－2－B4　減税や現金還元制度による省エネに対する動機づけ（エコポイント）

住宅ローンを減らすために家庭で省エネルギーを進めるため、所得税や子供たちへの贈与税を減らすなどの措置が講じ

られている。

1－2－B5　電力ピークの平準化政策

　家庭の電気使用平準化のために、夜間電力の使用、蓄電池利用など考慮されている。同じく、企業でも省エネルギー

行動のポイントシステムを行っている。J一クレジットシステム「プログラムタイプ」では、複数家庭において家庭用太

陽光発電を設置するだけでなく、HEMSによる電力使用の可視化も含くむクレジットシステムが実施された。

1－2－B6　英国・日本のエネルギー消費

　英国や日本のエネルギー消費は減少していない。　しかし、持続可能なエネルギーの発生が促進されれば、削減価値の

目標を高めることができる。RENEWABLESの持続可能エネルギー（ISEP）へのエネルギーシフトのイメージを図2に

示す。グリーンハウスガス（G且G）の排出量は、持続可能なエネルギーの発生を促進することによってゼロレベルに削

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　減される。エネルギーの実際の消費のベースは、持続可能なエネルギーの発

生に依存して変化する。総エネルギー消費の削減は、1990年レベルの80％

にする必要はないが，この論理は英国・日本では議論されていない。しかし、

エネルギー消費の削減は、指定された国家政策の目標レベルに到達するため

に重要である。

図2．JAPAN　STATUS　REPORT　2014、エグゼクティブサマリー、1：エネルギープロファイル、持続可能エネルギー

政策研究所（ISEP）【6】。

1－2－B7　まとめ
　住宅部門のCO2は削減されずに増加している。補助金制度、エコポイント制度など、省エネルギー教育分析で、削減

がどれだけ可能かをまつ必要がある。世帯数の増加や電気製品の増加が予測されるため、将来的に基本方針が必要となる。

J一クレジットは、既に機能の整ったシステムであるため、期待されるシステムである。

　これとは対照的に、英国のPAYSシステムは、初期投資費用を伴わないシステムであるが、実際には7％の金利で長期

借入金を借り入れるシステムである。英国は、省エネルギー改修の移行判断に寄与するシステムを持っている。日本では、

省エネルギー設備の設置に伴う電気代0円の住宅がある。英国では長い間、家を建て替えない、移動することさえ難しい。

　日本では、電力使用を平準化するにあたって、地域の支持が非常に有効であり、すでに十分なIT技術を持っている。

このピーク使用量を利用する必要がある。

2　アンケート分析

2－1　概要（アンケートの実施期間と場所、内容、件数）

　過去の日本の省エネアンケートがどのようにして行われたのかを調査行った6その結果、各都市や一部の大学は研究機

関で実施されていた。地球温暖化防止の仕事として、住民のためのアンケートを行うべきである。それと同時に、私たち

は、板橋区アンケート実施についてヒヤリングを行った。毎年行っているアンケートと、省エネ教育の情報を得ることが

できた。板橋区から3種類のアンケートを受け取り、以前のアンケートを調査し、新しいアンケートを作成した。これら

のアンケート（参考文献を参照）を参考にして作成された。アンケートはすべて省エネルギー対策ではあり、省エネ意識

分析ではなかった。本論文では、日本と英国における省エネ行動と省エネルギー意識を同時に分析し、法律、政策、省令

が省エネルギー意識を向上させるかどうかを分析行った。省エネ運動、国際的な規制（京都議定書のような）との関係に

基づいている場合もありうる。諸国に対処しながら二酸化炭素の排出制限を保つべきである。

　アンケートは、個人データ、居住データ、省エネルギーと省エネ実践行動、オープン／フリーアンケートの4つの部分

で構成されている。22のアンケート質問で構成され、79のイエス／ノー回答からなる。英国の3つの高等学校の教職員、

英国72件と，信州大学と大東文化大学の学生、板橋区役所有志からで，日本169件の回答を得た。

2－2　統計分析

2－2－1　質問1，1＆皿結果分析（ヒストグラム、散布図、多変量解析、回帰分析、ニューラルネットワークと線形

回帰分析によるハイブリッド解析法による）
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　省エネ意識を調べるためには、最初に「ニューラルネットワークと線形回帰分析のハイブリッド法」を用いる。入力

変数と目的変数を選択する。2002年に浅野、椿、吉澤により「ニューラルネットワークと線形回帰へのハイブリッド法」

が提案された。【1】

（1）入力変数。

　エネルギー意識を説明するための入力変数を選択する必要がある。最初に、住居データ5変数、4つの省エネルギー質問、

5つの省エネ実践行動の変数から選択された合計14の変数を選択した。次に、さらに変数選択する前に、ヒストグラム

と2次元集計表をチェックして、14変数から、8変数が変数選択された。

1．家での役割（子供、親、祖父母、独立した人、その他）、

2．あなたと何人住んでいますか？

3．年齢層（10－19，20－29，30－39，40－49，50またはそれ以上）。

4．「グリーンディール」について聞いたことがありますか？

5．Q1＿省エネルギーの方法を知っていますか？

6．Q2＿「Pay－As－You－Save」について聞いたことがありますか？

7．　Q3＿省エネラベルについて聞いたことがありますか？

8．Q4＿あなたは省エネの世界的なマークを知っていますか？

（2）目的変数。

　目的変数は、省エネルギー行動回答の加重平均とする。70ティック（イエス・ノー）を持っているので、最初に、エネルギー

節約アクションとして、目的の変数にとって重要なアクションについての変数を選択する必要がある。70からいくつか

の変数を使用して、省エネアクションモデルを作成、次に、ヒストグラム、相関行列、2次元クロス表と回帰分析で分析

を行った。70変数の中で、8変数を選択。

1．Q11電球をLEDに変えましたか？

2．Q12冷蔵庫のドアを開けるとすぐにエネルギーを節約できますか？

3．Q15あなたの住居に複数の人が同じ風呂水を使用していますか？

4．Q5あなたは省エネ車を持っていますか？

5．Q6あなたの家族は省エネの車を持っていますか？

6．Q20あなたの家／部屋で水を加熱するために家電や暖房器具を使用していますか？

7．Q21あなたは家／部屋を暖めるために家電や暖房器具を使用しますか？

8．Q22家／部屋を暖房するためにあなたの住居を変更（または改造）しましたか？

重み成分は「はい」数の逆数を用いた。ニューラルネットワーク解析はRシステム【3】のnnet関数によって解析される。

3層フィードフォワード型ニューラルネットワーク分析を利用する。隠れ層のユニット数は2で、出力層は線形ユニット

として8－2－1フィードフォワード型3層ニューラルネットワークとする。隠れ層の最初の出力値を選択する。「ニューラ

ルネットワークと線形回帰のハイブリッド法」の結果を表8に示す。そして、Asano－Bhattacharyya　Graph【2】【3】を

図2に示す。

　日本・英国同時アンケート結果は、法律、教育および情報から得られる省エネ意識が、省エネ実践行動を引き出させる

ことを示した。

Table8．　Result　of　the　Hybrid　Approach　to　Neural　network　and　Linear　Regression
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ニューラルネットワークの隠れ層2つの線形回帰分析、通常の8入力変数線形回帰分析、およびニューラルネットワーク

および線形回帰へのハイブリッド法の3つの回帰の結果を比較する。結果を表9と表10に示す。ニューラルネットワー

クおよび線形回帰に対するハイブリッド法のモデルは、モデル正確さ、および解釈可能の両方を有する。

　中間層の2つの変数の最初の変数、住人の人数とQ3が負であり、他はプラス係数であることを図10に示す。中間層

の第1変数の中間層の係数は1．7554であり、第2変数は0．078である。これは、第2変数が小さな役割であることを意味

する。

Table　9．　The　comparison　of　three　linear　regressions．

Mode｛
input

variabtes Multipie　R
Standard

Error A拾 interpretation

Neural　NetWortc’Middle－Output｝aver 2 o．6791 e．i605 一1869

Linler　Regression 8 OS　175 0．1958 一 t68．7

鋤㎡dA5幽ach　
t。　

Ne㈱困e一桓nA情垣≧
9 α7149 ◎．16i3 一 t72．8 v／

Table　10．　The　coerncient　of　the　three　layered　feed　forward　neural　network．

Input　variables　of　input　layer

The　I　st　output

variable　of血e

middle　layer

The　2st　ouΨut

vadable　ofthe

middle正ayer

The　outut　value　ofmiddle　layer

1蛎rcept
・4L574 呈5，305

Interccμ
0．1324

Stams　in　your薗d聞ce 9，552 12，626

The】st　output　va亘able　ofthe

姐
L7554

How㎜ny　people　liw　wilh　you
・ 18，097 9，526 0．0780

Ago　goup 3362 5，525

Ha鴨you　hea㎡of，Green　Deal？ 7，246 14，193

Q1＿Do　you　know　how　to　Encrgy－savi嬉）
3．441　　　　　9．997

Q2＿Have　you　heard　of’Pay－As－You－Saw∋？
8．472　　　　L620

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ト　　　　　　　　　　　　　　　　　　．｛

1∨∨w戸w～AP““AAメAUU
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㍗

　　　　　　⇔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ト

Q3＿Have　you　heard　ofthe　IEnergy－Saving　Iぷtbel？
一 10．999　　　　茎2．419

Q4＿Do　you㎞ow　the　wo了ldwide㎜rk　R）r　ene巧r　saWn9？
L580　　　－14．652

2－2－2　質問IV自由回答分析

72人の回答の中の10人が意見を記入、すべてが省エネルギーの重要性のコメントであった。

2－3　まとめ

　ニューラルネットワークと線形回帰分析のハイブリッド法を用いた解析では、法律、教育、情報から得られた省エネル

ギー意識が省エネルギー実践行動を導くことが言えた。

Asano－Bhattacharyyaグラフは、モデルの解釈と各入力変数の役割を知るために有用な方法である。

3　結論

　法律、教育、情報から得られた省エネルギー意識は、省エネルギー実践活動を引き起こす要因である。このための省

エネルギー教育、情報と知識を得ることが必要である。省エネルギー教育は、より多く効果的に実行されるべきである。

また、家庭の省エネルギーシステムを、より多くの住宅で受け入れる必要がある。

4　今後の課題

　他の統計分析と比較して、深層学習（ディープラーニング）、射影追跡、構造方程式モデリングなどの強力なデータ分

析方法に、提案解析法を組み込むことが可能かどうかの研究を行う。

　データが時系列データの場合、Asano－Bhattacharyya　Graphでは、チェンジポイントなどの時系列の動きが解析される、

一方、クロスセクションデータを解析する場合には、固有知識が必要であるので、現場のデータ・アナリストと協働して、

解析を行う。
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最後に、提案解析法を用いてデータ分析する解析手順の確立を行う。
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おわりに

　皆様の協力で本研究を行うことができました。皆様に厚く御礼申し上げます。特に海外研究を受け入れて頂いた

Westminster　University；Dr．　Alexandra　Psarrou，　Head　of　the　Department　of　Computer　Science，および2005年海外研

究指導教授で共同研究者Professor　Pijish　Bhattacharyya、アンケートを実施してくださったロンドンの3つの高校の先

生、板橋区資源環境部環境戦略担当課の皆様、河野康成先生（立教大学・本学）、および大学生（信州大学・大東文化大学）

に感謝いたします。

　板橋区資源環境部環境戦略担当課様には、板橋区の環境関連施策を説明頂きました。また、板橋区実施アンケート結果

のご提供いただきました。

　アンケート質問作成には、法律学科ノエル・ウィリアム教授に協力いただきました。ありがとうございました。
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